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世界の風力発電と太陽光発電の推移(原発との比較)
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• 2016年末までに風力発電の累積導入量が5億kW近くに達し、太陽光と合わせて8億kW近くで
原発の約2倍に。

• 風力発電の年間導入量が5500万kW、太陽光発電が7千万kWと合計1億2千万kWで過去最高に

出典：GWEC,IRENA,IAEAデータなどからISEP作成
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• 風力発電５大国：ドイツの成功、世界一の中国、後を追う米国、スペイン、インドなど

• 中国と米国の急成長、欧州各国の安定成長

世界の再生可能エネルギーの動向：風力発電
20世紀での自動車産業の役割を、21世紀は自然エネルギーが果たす

風力発電の隆盛が自然エネルギーの本流化を導いた

3出典：GWECデータよりISEP作成
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〇中国が2015年にドイツを抜いて累積も新規導入量も世界第1位に(日本は累積で世界第二位に)

○ 2012年からのFIT制度により2013年以降に急成長し、新規導入量は世界第三位に(2016年)

出典：IRENAデータからISEP作成

太陽光発電の累積導入量の国別比較
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〇 2016年に日本は累積導入量でドイツを抜き、世界第二位に。

○ 2012年からのFIT制度により2013年以降に急成長し、新規導入量は世界第三位に(2016年)。

出典：IRENA, FITデータからISEP作成

太陽光発電の日独比較
太陽光発電の導入拡大～停滞と復活
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2016年
4200万kW

2020年
6570万kW

2030年
1億200万kW

JPEA PV 
OUTLOOK 2030
(2015年3月)
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日本の2016年の電源構成
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日本全体の2016年の自然エネルギー発電量の比率は14.7%に

出典：資源エネルギー庁「電力調査統計」等よりISEP作成

※自家発を含む
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日本国内の自然エネルギー(発電量)比率の推移
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出典：資源エネルギー庁「電力調査統計」等よりISEP作成

14.7%
13.8%

12.1%
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月別の自然エネルギーの発電量割合の推移(2016年)
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• 2016年5月の自然エネルギー比率は約21%に、VRE比率は7.3%に

出典：資源エネルギー庁「電力調査統計」等よりISEP作成



環境エネルギー政策研究所

日本国内の電力需給実績(2016年度前期)
日本国内の自然エネルギーが電力需要の最大46%に(1時間値)

2016年5月4日
RE46%(太陽光30%,水力14%,風力2%,地熱0.3%,バイオマス0.3%)

揚水
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エネルギー永続地帯
都道府県別の自然エネルギー電力の供給割合
(2011年度～2015年度の実績を推計)
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• 15県で再生可能エネルギー電力供給が域内の民生＋農水用電力需要の20％を超えている。

自然エネルギー供給率(都道府県別:電力)

永続地帯2016年度版報告書(2017年3月リリース予定)
http://www.sustainable-zone.org/

出典：永続地帯研究会(千葉大倉阪研+ISEP)

• 100％エネルギー永続地帯市区町村は、70以上に

• 自然エネルギー電力100%を超える市町村が110以上に

2015年度

http://www.sustainable-zone.org/
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